





































































































































































①理念表明程度 0.208 0.858 －0.061
89企業経営者と研究開発担当役員との 意識差がもたらす影響について
②将来構想の構築程度 0.455 0.637 －0.088
③目的表明程度 0.250 0.874 －0.069
④新規機能コンセプト構築程度 0.841 0.253 －0.129
⑤新規ニーズコンセプト構築程度 0.847 0.279 －0.127
⑥ユニークコンセプト構築程度 0.891 0.288 －0.015
⑦コンセプト実現技術把握程度 0.172 0.053 0.695
⑧社会・経済将来展望把握程度 －0.224 －0.031 0.520











①理念表明程度 0.152 0.833 －0.091
②将来構想の構築程度 0.333 0.620 －0.273
③目的表明程度 0.318 0.852 －0.112
④新規機能コンセプト構築程度 0.762 0.325 －0.171
⑤新規ニーズコンセプト構築程度 0.842 0.165 －0.233
⑥ユニークコンセプト構築程度 0.781 0.345 －0.170
⑦コンセプト実現技術把握程度 －0.049 －0.119 0.651
⑧社会・経済将来展望把握程度 －0.326 0.010 0.637




























































































①理念表明程度 0.039 0.926 0.016
②将来構想の構築程度 0.174 0.530 －0.023
③目的表明程度 0.198 0.793 0.022
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④新規機能コンセプト構築程度 0.777 0.182 0.084
⑤新規ニーズコンセプト構築程度 0.715 0.229 －0.091
⑥ユニークコンセプト構築程度 0.913 0.058 －0.035
⑦コンセプト実現技術把握程度 －0.075 0.048 0.946
















研 究 開 発 担 当 役 員 明 確 度 高 11 5.636
明 確 度 同 程 度 49 4.939
社 長 明 確 度 高 12 5.667
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註
１） 日本経済新聞社（2014）では、2014年度前期に新設・
増強・拡充をした企業（回答310社の13.5％）が報告さ
れており2013年調査までと対象時期が異なっており単純
な比較はできないが、2013年調査において2013年度以降
91企業経営者と研究開発担当役員との 意識差がもたらす影響について
に新設・増強・拡充するとした企業が22.0％あったのに
対して少ない割合となっている。また、2013年の調査で
は、今後新設・増強・拡充する海外研究開発拠点とし
て、半数以上の企業が、中国、東南アジアを指向してい
ることが示されている。
２） 各観測変数の測定尺度は、以下のとおりである。ただ
し、⑭新興国市場シェアはは、選択肢「1（１％未満）」
「2（５％程度）」「3（10％程度）」「4（15％程度）」「5（20％
程度）」「6（25％以上）」として尋ねた。なお、変数番号
①から⑨は、社長と研究開発担当役員について聞いた。
①理念表明程度
「1」経営理念・研究開発理念はまったく表明してい
ない。「6」理念を丁寧かつ詳細に表明している。
②将来構想の構築程度
「1」将来事業構想は表明されていない。「6」将来事
業を個別に、明確に特定している。
③目的表明程度
「1」事業目的・研究開発目的はまったく表明してい
ない。「6」目的を丁寧かつ詳細に表明している。
④新規機能コンセプト構築程度
「1」概ねいつも競合他社とほぼ同様の機能・性能が
表現されている。「6」競合他社には無い機能・性能が
常に表現されている。
⑤新規ニーズコンセプト構築程度
「1」競合他社とほぼ同様のニーズが表現されてい
る。「6」競合他社が意識していないニーズが常に表現
されている。
⑥ユニークコンセプト構築程度
「1」概ねいつも競合他社とほぼ同様の機能・性能と
ニーズの関係が表現されている。「6」競合他社には無
い機能とニーズの関係が常に表現されている。
⑦ンセプト実現技術把握程度
「1」実現するための技術をすべて詳細に特定してい
る。「6」まったく技術を特定していない。
⑧社会・経済将来展望把握程度
「1」社会・経済の変化を的確にかつ詳細に表明して
いる。「6」社会・経済の変化は予測していない。
⑨技術将来展望把握程度
「1」関連科学技術については、詳細に動向を把握し
ている。「6」関連する科学技術であっても、動向は把
握していない。
⑩新興国市場の５年後の重視程度
「1」最重要市場として認識している（５年後）。「6」
大きな意味を持たない市場と認識している。
⑪拠点での活動内容決定程度
「1」新興国事業拠点で独自に決定する。「6」本社が
すべて決定する。
⑫拠点での研究者採用決定度
「1」研究者の採用の判断は拠点に一切委ねられてい
る。「6」研究者は全て本社が採用し拠点に派遣する。
⑬本社特許の拠点への開示度
「1」自由に利用することを許可している。「6」本社
の特許権が保護されるように細心の注意を払ってい
る。
３） ⑩新興国市場の５年後の重視程度の回答平均値は、
3.20（回答数100、標準偏差1.428）であり、選択肢「1」
が最重要市場として認識していることから、回答企業を
平均値より小さい選択肢を回答をした群（重視程度高）
と大きい選択肢を回答した群（重視度低）に分けた。
４） 「将来展望」については、尺度が逆転しているため、
重視度の高い群で因子得点が小さくなる。
５） 上段が非重視企業、下段が重視企業。
６） 比較する２群で分散の値が異なるため（５％有意）、
Welch の検定を行った。
７） 各因子の平均値は０になり、標準偏差が1.0に近かっ
たことから、０の廻りに標準偏差の幅で区分を作った。
８） 社長の将来展望については、10％で有意差があったも
のの、区分と開示度の関係は一定ではなく、将来展望を
明確に持っている場合が、開示度が比較的低かった。
９） 将来展望に関する二つの観測変数（⑦、⑨）では、尺
度が逆転しているため、研究開発担当役員の回答値から
社長の回答値を減じている。
10） ⑪活動内容の平均値は5.10であるため、選択肢「1」
～「5」を高自由度企業、「6」を低自由度企業とした。
⑫研究者採用は平均値4.06、⑬特許開示は平均値4.36で
あったため、選択肢「1」～「4」を高自由度企業、「5」
～「6」を低自由度企業とした。
11） 上段が低自由度度企業、下段が校自由度企業。
